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例えば R・トーマス (Thomas, R) は，「ダイバーシティ・マネジメントとは，
すべての従業員に機能する環境を構築するための，包括的なマネジメント・プ















るxxxix」と述べ，アレンドンド (Arrendondo, P) は，ダイバーシティ・マネジメン
トとは，労働力の多様化の構築，組織文化の変革，労働力のエンパワーメント
に向けた戦略的な組織的アプローチである」と述べているxl。そして，ウィン




























































なる創造性を発揮するのである。メルク社 (Merck) の CEO である，レイモン

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































iii Suzanne Berger and the MIT industrial Performance Center “HOW WE COMPETE : What
Companies Around The World Are Doing To Make It In Today’s Global Economy”，2005
（『MIT チームの調査研究によるグローバル企業の成功戦略』，楡井浩一訳，草思社，2006）
pp. 23-32を参照。
iv WTO は，世界貿易機関 (World Trade Organization) であり，自由貿易促進を主たる目的
として創設された国際機関である。常設事務局がスイスのジュネーヴに置かれている。
v Thomas L. Friedman, “The World Is Flat : A Brief History of the Twenty-first Century Fur-
ther Updated and Expanded Edition”，2005（『フラット化する世界』，伏見威蕃訳，日本経済
新聞社，2008）pp. 201-218に詳しくあるので参照。
vi IT 革命とグローバリゼーションによって大きく変容した今日の経済社会を，米国の有
名なジャーナリストであるトーマス・フリードマン (Thomas L. Freedman) は，その著書の






























































xxx 前掲書 pp. 322-326に詳しくあるので参照。
xxxi 有村貞則，前掲書，2007，p. 40に詳しくあるので参照。
xxxii R Roosevelt Thomas, Jr., “BEYOND RACE AND GENDRE,”, Amacom Boks., 1991，p. 10
に詳しくあるので参照。
xxxiii Kandola, R.= Fullerton, J. ,“Managing the Mosaic: Diversity in Action, ”,Institute of Personnel
and Development. 1994, p. 8に詳しくあるので参照。
xxxiv Henderson, G “Cultural Diversity in the Workplace: Issue and strategies, ”Praeger Publishers.,
1994, p. 8に詳しくあるので参照。
xxxv Carr-Ruffino, N. “Manaaging Diversity: People Skills for a Multicultural Workplace”, Thom-
son Exective Press. 1996, p. 23に詳しくあるので参照。
xxxvi 古沢昌之「Affirmative Action から Diversity Management へ：米国企業における人事管理
の新潮流」，財団法人関西生産性本部，1994，p. 31に詳しくあるので参照。
xxxvii Arredondo, P.“ Successful Diversity Management Initiatives: A Blueprint for Planning and Im-
plementation”SAGE Publications, 1996, p. 17に詳しくあるので参照。
xxxviii Winterle, M. “Work Force Diversity: Corporate Challenges, Corporate Responses”, Conference
Board Report No. 1013, 1992, p. 11に詳しくあるので参照。
















A Manifesto for Business Revolution」により世界的に広まった。
l リストラとは，英語のリストラクチャリング (Restructuring) の略語で，本来の，と言う
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